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​仕様書​

​１　業務名​

​　 交通局例規検索システム等運用業務​

​２　履行期間​

​　　令和​​8​​年​​10​​月​​１​​日から令和​​13​​年​​9​​月​​30​​日​

​３　目的​

​この仕様書は、例規管理に係る事務の効率化と法制執務体制の充実を図るため、例規集データ​

​ベースシステム（以下「システム」という。）の構築に係るソフトウェア及びデータベース等の構​

​築、本業務の見積書作成に必要な事項を定めるものである。​

​４　事業概要​

​札幌市交通局例規集に登載されている条例、規則等をデータベース化し、Webでの検索、表示、印​

​刷する等の機能にとどまらず、例規起案審査機能を備えたシステムの構築を行うものである。​

​５　仕様​

​　​​⑴​​　​​基本仕様​

​　　ア　受託者が管理するサーバを設置して管理する方法（IDC方式）でサービスを提供できる構成と​

​　　　する。またIDCでの運用が困難となった場合には、庁内サーバでの提供も可能なサービスとす​

​　　　る。​

​　　イ　庁内LAN接続が可能な全てのパーソナルコンピューター端末で、例規集データの検索・閲覧、​

​　　　例規起案・審査を利用できる環境を実現するため、特別なソフトをインストールすることな​

​　　　く、次のソフトウェアで使用可能なシステムとすること。​

​　　　【動作環境】​

​　　　　■OS：​​Windows 11以上​

​　　　　■ブラウザ：Microsoft Edge(Chromium版)、Google Chrome​

​　　ウ　セキュリティについて、以下の仕様を満たすこと。​

​　　  (ｱ) サーバ室は無窓化されていること。​

​(ｲ) 入退室者を識別・記録できるセキュリティ設備等により、許可されたもののみ入退室が可​

​　　　　能なこと。さらにサーバ室への入室はバイオメトリクス認証システムにより行われること。​

​　　　(ｳ) 入退室者が各種記録媒体を不正に所持し、持ち出し・持ち込みすることができない体制で​

​　　　　あること。　​

​　　　(ｴ) サーバラックには、不正アクセスや不正操作防止のため鍵付きラックを使用しているこ​

​　　　　と。​

​　　　(ｵ) 施設内の電源設備・空調設備・セキュリティ設備等は、常時故障監視がされているととも​

​　　　　に巡回監視がされていること。​

​　　　(ｶ) サーバ室は、複数の監視カメラにて監視可能であること。​

​　　　(ｷ) 入退出について、設備の運用に従事する人員とそれ以外の人員の入退出管理が明確に区分​

​　　　　できる入退出管理の設備等を有していること。また、入退出に関する手順書を有しているこ​

​　　　　と。​

​　　　(ｸ) この業務に関して知り得た情報資産をみだりに他人に知らせ、又は不当な、目的に使用し​

​　　　　てはならない。​

​　⑵　初期構築対象​

​　　ア　データベースは、​​令和7年10月30日内容現在の札幌市交通局例規集の現行例規及び平成24年６​

​　　　月１日以降の廃止例規、過去原議、改正履歴、平成13年６月29日以降の過去例規を対象として​

​　　　構築する。各コンテンツの詳細は以下のとおり。​

​　(ｱ) 現行例規​

​　　　　　令和7年10月30日までに公布された制定改廃内容の反映したデータを構築する。​

​　　　(ｲ) 廃止例規​

​　　　　　平成24年６月１日以降に廃止された例規（99件）。例規間リンク及び引用法令へのリンク​

​　　　　を実現し、用語検索、年月日検索（期間指定を含む）、種​​別検索が可能なデータを構築す​

​　　　　る。​



​　　　(ｳ) 過去例規​

​　　　　　平成13年6月29日以降の過去例規（約30回分）。例規間リンク及び引用法令へのリンク　　​

​　　　　を実現し、用語検索、年月日検索（期間指定を含む）、種別検索が可能なデータを構築す​

​　　　　る。​

​　　　(ｴ) 過去原議​

​　　　　　平成24年6月1日以降の過去原議（353件）。改正沿革からのリンクを実現し、用語検索、​

​　　　　年月日検索（期間指定を含む）、種別検索が可能なデータを構築する。​

​　　　(ｵ) 改正履歴​

​　　　　　平成24年6月1日以降の全ての改正内容について、例規ごとに施行年月日単位で履歴を閲​

​　　　　覧できるとともに、1つ前の施行日時点からの改正箇所を、改正文言単位の見え消し形式及び​

​　　　　新旧対照表形式で表示が可能なデータを構築する。​

​　　イ　データベースの構築にあたり、資料の提供方法は以下のとおりとする。これらの文字情報か​

​　　　ら、字下がり体裁やリンク情報等を付加したデータベースを構築すること。​

​　　　(ｱ) 現行例規​

​　　　　　本局のホームページ等から入手するものとする。ただし、データの利用は、例規の文字情​

​　　　　報（別表、様式、図等を含む。）の利用に限る。​

​　　　(ｲ) 廃止例規​

​　　　　　例規の文字情報（別表、様式、図等を含む）のデータ（当該文字情報をWordファイル等に​

​　　　　貼り付けたもの）を本局が提供する。​

​　　　(ｳ) 過去例規、過去原議、改正履歴​

​　　　　　原議の形（紙）で本局が提供する。なお、過去例規、改正履歴（施行年月日単位）の作成​

​　　　　にあたっては、過去原議を元に作成すること。​

​　⑶　システム仕様（例規）​

​　　ア　例規検索​

​　　　(ｱ) 例規検索機能​

​　　　　　用語、題名、体系、五十音、年月日、種別･番号、所管部署から検索できる機能。平成24年​

​　　　　6月1日以降の改正内容について、例規ごとに施行年月日単位で履歴を閲覧できること。​

​　　　(ｲ) 施行時点検索機能​

​　　　　　指定した年月日時点で施行されている例規（未施行を含む）を閲覧できる機能。​

​　　　(ｳ) 原議検索機能​

​　　　　　用語、題名、年月日、種別・番号、所管部署から原議を検索できる機能（平成24年６月か​

​　　　　らシステムに蓄積した過去原議295件も検索対象とすること）。また、原議から改正対象の例​

​　　　　規を一覧で表示し、例規本文を表示できる機能。​

​　　　(ｴ) 本文表示機能​

​　　　　　例規本文、原議本文を表示できる機能。全文検索実行後は、複数の用語でヒットした箇所​

​　　　　を色付けで表示すること。例規本文は、平成24年6月以降の改正内容について、1つ前の施行​

​日時点からの改正箇所を、改正文言単位の見え消し形式で表示できること。​

​　　　(ｵ) 引用表示機能​

​　　　　　例規の引用関係を条項単位で一覧表示できる機能。​

​　　　(ｶ) リンク機能​

​　　　　　例規・法令の引用箇所について、本文中から該当箇所を表示できる機能。​

​　　　(ｷ) 原議リンク機能​

​　　　　　例規沿革情報から該当原議にリンクが設定され、原議本文表示できる機能。平成24年6月​

​　　　　からシステムに蓄積した過去原議もリンク対象とすること。​

​　　　(ｸ) 本文出力機能​

​　　　　　例規全文又は選択した条、項、号等をRTF形式でダウンロード、印刷できる機能。平成24​

​　　　　年6月以降の改正内容については、1つ前の施行日時点からの改正箇所を、改正文言単位の見​

​　　　　え消し形式でダウンロードできること。​

​　　　(ｹ) 様式出力機能​

​　　　　　選択した様式をRTF形式でダウンロード、印刷できる機能。​

​　　　(ｺ) 検索結果出力機能​

​　　　　　検索条件に合致した例規の一覧をCSV形式でダウンロード、印刷できる機能。検索結果か​

​　　　　ら、複数の例規本文データを一括してダウンロードすることができること。​

​　　　(ｻ) 新旧対照表出力機能​

​　　　　　例規本文を新旧対照表形式にてRTF形式でダウンロードできる機能。平成24年6月以降の​



​　　　　改正内容については、1つ前の施行日時点からの改正箇所を、新旧対照表形式にてRTF形式で​

​　　　　ダウンロードできること。​

​　　　(ｼ) 出力フォーマット設定機能​

​　　　　　例規条文・新旧対照表の出力設定（数字・括弧の全角／半角設定（号番号と条文中の表記​

​　　　　は個別に設定）が可能であることは必須）ができる機能。​

​　　イ　例規起案・審査​

​　　　(ｱ) 条文編集機能​

​　　　　　クライアントに特別なソフトウェア等を必要としない、Webブラウザ上で条文を編集できる​

​　　　　機能。条文編集の際は、税条例にようにページ数の多い例規であっても、ページを切り替え​

​　　　　ることなく1画面で例規全文が表示されること。​

​　　　(ｲ) 法制執務支援機能​

​　　　　　例規の各構造に対して法制執務上行える改正作業のみを表示する機能。​

​　　　(ｳ) 改正箇所確認機能​

​　　　　　本文見え消し形式で編集箇所を確認できる機能。​

​　　　(ｴ) 改正文生成機能​

​　　　　　条文の編集を行った後、改正文を自動生成する機能。​

​　　　(ｵ) 新旧対照表生成機能​

​　　　　　条文の編集を行った後、新旧対照表を自動生成する機能。​

​　　　(ｶ) 原議生成機能​

​　　　　　原議を自動生成する機能。複数施行日の改正、附則での改正、等の改正、多段改正形式の​

​　　　　原議生成に対応していること。​

​　　　(ｷ) 条文点検機能​

​　　　　　条文構造、日本語表記、形式事項、引用関係について点検できる機能。​

​　　　(ｸ) 原議点検機能​

​　　　　　原議構造、日本語表記、形式事項について点検できる機能。​

​　　　(ｹ) とけ込ませ点検機能​

​　　　　　システムで作成した原議をとけ込ませ、とけ込ませた後の条文構造、日本語表記、形式事​

​　　　　項、引用関係について点検できる機能。​

​　　　(ｺ) データ取込み機能​

​　　　　　システム外で作成した新規制定及び一部改正の例規データをシステムに取込み、システム​

​　　　　上で編集、法制執務の観点から点検できる機能。一部改正については、とけ込ませ後の条文​

​　　　　を見え消し形式及び新旧対照表形式で確認できること。​

​　　　(ｻ) とけ込ませ後条文表示機能​

​　　　　　とけ込ませ後の条文をシミュレーション表示し、見え消し形式でも確認できる機能​

​　　　　　また、とけ込ませ後条文から、新旧対照表を自動生成できる機能。​

​　　　(ｼ) 原議再構成機能​

​　　　　　システムで作成した原議を再構成（複数の原議を1つに統合）する機能。​

​　　ウ　例規管理​

​　　　(ｱ) 電子出稿機能​

​　　　　　システム上で原議（例規データ更新用原稿）の送信が行える機能。​

​　　　(ｲ) 点検項目設定機能​

​　　　　　条文、原議、とけ込ませ点検の際の点検項目を設定できる機能。また、任意の点検用語を​

​　　　　設定・管理できる機能。​

​　　エ　過去例規​

​　　　　平成13年６月29日以降の議会定例会ごとの​​内容現在（約30回分）に切り替えることができ、​

​　　　用語、題名、体系、年月日（期間の指定を含む）、種別、番号から詳細に検索​​・閲覧、ダウン​

​　　　ロードができる機能。条文中で自例規の他の条項や、他例規の条項、法令の条項を引用してい​

​　　　る場合は、引用箇所から当該条文にリンクすることができること。​

​　⑷　システム機能（法令）​

​　　ア　引用法令リンク機能​

​　　　　表示された例規条文に引用されている法令の該当条文にリンクできる機能。​

​　　イ　引用法令検索機能（引用法令を下記いずれの要素からも検索できる）​

​　　　　用語、題名、体系、五十音、年月日、種別･番号から検索できる機能。用語検索は、複数用語​

​　　　の指定、法令の構造を指定して検索することが可能。​

​　　ウ　引用情報機能​



​　　　　例規・法令の引用関係を条項単位で一覧表示できる。​

​　　エ　引用法令出力機能​

​　　　　法令の全文又は特定部分をRTF形式でダウンロードできる。​

​　⑸　システム操作のサポート​

​　　ア　操作マニュアルの提供​

​　　　　本システムの操作マニュアルを提供すること。​

​　　イ　システム操作研修・説明​

​　　　(ｱ) システム導入後、職員に対し年1回以上の操作説明研修会を実施できる。操作研修会は、札​

​　　　　幌市交通局の要請に応じ、回数を制限することなく実施できること。​

​　　　(ｲ) 操作方法についての問い合わせ窓口（電話、メール、FAX等）を設置すること。​

​　⑹　データ更新​

​　　ア　札幌市交通局の要請に応じ、年１回以上のデータ更新を行うこと。例規の更新をシステムに​

​　　　反映させる際は、例規の重要性に鑑み、品質管理に最大限留意すること。​

​　　イ　データ更新時に札幌市交通局が提供する原議についてもシステムに登載すること。​

​　　ウ　更新データの作成及び更新は、本局が原議を提供してから45日以内に行うこと。​

​　　エ　更新を行うための原議資料は、紙もしくはデータ（word、Excel等）で本局が提供する。​

​　　オ　年間の更新件数は、制定例規、被改正例規、廃止例規の合計で、約50件程度。​

​　⑺　例規集HTML（ホームページ公開用データ）の作成​

​体系、五十音、所管情報から例規を検索し、閲覧できる例規集HTMLデータを格納したCD-ROMを​

​　　データ更新の都度作成すること。未施行条文については、別途その一覧及び改正箇所の見え消し​

​　　表示が可能であること。​

​６　加除式例規集（台本・追録作成）​

​以下​​の仕様の札幌市交通局例規集台本を作成し、追録を発行すること。​

​　⑴　部数：108部​

​　⑵　ページ数：1巻、約1800ページ​

​　⑶　ページ表記：通しページ数を表記（例規単位の管理ページ数は不可）​

​　⑷　判型：Ａ５判（紐綴じ）​

​　⑸　本文組方：横通し組　38字×42行​

​　⑹　体裁：現状の例規集で実現している体裁を全て再現すること。（契約締結後、本局から現在の​

​　　例規集を貸与する）​

​　⑺　追録発行：年１回以上（年間約500ページ）​

​　⑻　追録発行及び加除作業は、本局が原議を提供してから60日以内とすること。​

​７　納入方法​

​　⑴　​​受託者側が管理するサーバを設置して運用する方法（IDC方式）とする。受託者側のサーバに​

​データベースを構築し、IPアドレス認証にて接続可能な運用とする。​

​　⑵　例規集台本は、札幌市交通局に納入する。追録については、例規集台本に対して受託者の作業​

​　　によって加除すること。​

​８　納入時期​

​　​​⑴​​　​​「５​​仕​​様​​⑵​​初​​期​​構​​築​​対​​象」​​に​​示​​し​​た​​全​​て​​の​​デー​​タ​​及​​び​​「５​​仕​​様​​⑶​​シ​​ス​​テ​​ム​​仕​​様​​（例​​　​​　​

​　　規）、⑷ システム機能（法令）」に示した全ての機能を満たすデータベースを令和8年9月30日ま​

​　　でに構築すること。​

​　　※　上記データベースの内容現在は令和7年10月30日時点とし、令和8年9月30日までに行うこと。​

​　⑵　「６ 加除式例規集」に示した仕様を満たす例規集を令和8年9月30日までに納入すること。​

​　　※　上記例規集の内容現在は令和7年10月30日時点とする。​

​９　見積対象の範囲及び条件​

​　上記各事項を含めた見積対象の範囲及び条件は、次のとおりとする。​

​　⑴　初期構築費用​

​　　ア　システム構築費用（「５ 仕様 (2)」で示した件数で積算）​

​　　イ　例規集台本作成費用（「６ 例規集（台本・追録作成）で示した件数で積算」）​

​　⑵　維持管理費用​

​　　ア　システム使用​​料及び保守料​



​　　イ　更新データ作成費用（年間50件以内で積算）​

​　　ウ　例規集CD-ROMの作成（年１回以上各１枚作成）​

​　　エ　加除式例規集追録108部の作成（年１回以上作成）​

​10　見積金額の算出方法​

​　　​​見積金額の算出にあたっては、「９ 見積対象の範囲及び条件」で示した例規件数、年間更新件​

​　数等を基礎数値として、初期構築費用及び導入初年度を含む​​５​​年間の必要経費を算出すること。​

​11　業務委託料の支払について​

​　　​​毎月の均等払いとする。なお、1円未満の端数が生じた場合、その初回（1回目）に支払うことと​

​　する。​

​〔担当：交通局事業管理部総務課庶務係　​​中村​​　℡211－1927〕​



様式１ 

備考 札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不

要）を可とする。送信先等の提出方法は札幌市交通局の指示に従うこと。 

 

 

業務着手届 

 

  年  月  日   

札幌市交通事業管理者 

交通局長 梅田 岳 

 

住   所 

受託者  商号又は名称 

職・氏名               印 

 

 

 

 

業務名        交通局例規検索システム等運用業務         

 

 

 

 

上記業務は、     年   月   日に着手したのでお届けします。 

 

 



​業　務　完　了　届​

​　　年　　月　　日　　　　​

​札幌市交通事業管理者​

​交通局長　梅田　岳　様　​

​住　所　​

​　　　　　　　　　　　　受託者  会社名​

​代表者　　　　　　　　　　　    印​

​業務名　　交通局例規検索システム等運用業務（　　月分）　​

​上記業務は、　　　年　　月　　日に完了したのでお届けします。​

​備考　札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不​

​要）を可とする。送信先等の提出方法は札幌市交通局の指示に従うこと。​

​------------------------（以下、札幌市交通局使用欄）------------------------​

​受　付​ ​年　　月　　日​
​完了を確認した職員​

​（氏名）　　　　　　　　　　　　　​​印​

​課長​ ​係長​ ​係​

​この業務の完了検査に係る検査員に下記の者を命じ，​

​年　　月　　日に検査を実施してよろしいか。​

​　​

​検査員　（役職・氏名）​

​立会人　（役職・氏名）​
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